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１ 人事行政の運営の状況 

⑴ 職員の任免及び職員数に関する状況 

ア 職員の採用及び退職の状況 

（平成 24年４月１日～25 年３月 31 日、単位：人） 

区 分 採  用 
退  職 

定年・準定年 そ の 他 合  計 

一般行政職等 630 484 512 996 

市費負担教員 12 15 3 18 

 

イ 職員の昇任及び降任の状況 

(ｱ) 一般行政職等 

（平成 24年４月１日～25 年３月 31 日、単位：人） 

昇    任 
降 任 

局長職 部長職 課長職 係長職 合計 

8 29 88 164 289 0 

 

(ｲ) 市立高等学校、幼稚園教員 

（平成 24年４月１日～25 年３月 31 日、単位：人） 

昇    任 
降 任 

校長、園長 教頭 合計 

4 2 6 0 
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ウ 部門別職員数の状況 

（各年４月１日現在、単位：人） 

部 門 
職 員 数 

前年度比 
平成 24 年 平成 25 年 

一 般 行 政 7,129 7,210 81 

教育・消防 3,745 3,668 ▲77 

公営企業等 3,399 3,427 28 

計 14,273 14,305 32 

※１ ｢一般行政｣とは、税務、保健福祉、土木など各都市に共通する基本的な業務です。 

 ２ ｢公営企業等｣には病院、交通、水道などの職員が含まれます。 

 ３ 職員数は、臨時職員、非常勤職員などを除き、休職者、派遣者を含んだ数です。 

    

 

エ 人口 10 万人当たりの職員数（一般行政部門） 

（各年４月１日現在、単位：人） 

 平成 24 年 平成 25 年 

札 幌 市 374.4 375.6 

政令指定都市平均 462.2 451.2 

 

⑵ 職員の給料及び手当の状況 

  ア 人件費の状況（平成 24 年度一般会計決算） 

歳 出 総 額 人 件 費 人 件 費 率 

(A) (B) (B/A) 

千円 千円 ％ 

837,119,142 94,292,620 11.3 

 

  イ 職員給与費の状況（平成 24 年度一般会計決算） 

職員数 

(A) 

職 員 給 与 費 1 人当たりの

給与費(B/A) 給  料 期末・勤勉手当 その他の手当 計 (B) 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

10,796 
41,873,106 15,255,791 12,597,745 69,726,642 6,378 

(274) 

※１職員給与費には、退職手当を含みません。 

※２（）内は、再任用短時間勤務職員で外数。１人当たりの給与費は、これを含めて算出  

 しています。 
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ウ ラスパイレス指数の状況 

平成 24 年 

4 月 1 日現在 

平成 19 年 

4 月 1 日現在 

108.9 

※参考値 100.6 

（対平成 19 年増減 9.4） 

99.5 

※１｢ラスパイレス指数｣とは、国家公務員の給与を 100 として、対象とする自治体の職員の給与

を指数化したものですが、国と自治体の職員の学歴・経験年数別の構成比・役職者比率等の職

員構成等の違いによって数値に影響が出ます。 

※２「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした場

合の値です。 

 

エ 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（一般行政職） 

 平均年齢 平均給料月額 

平成 25年 4 月 1日現在 40 歳 7 ヶ月 314,761 円 

平成 24年 4 月 1日現在 41 歳 2 ヶ月 319,723 円 

 

オ 職員の初任給の状況 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

区  分 
札幌市 国 

初任給 2 年経過日 初任給 2 年経過日 

一般行政職 

大学卒 172,000 円 183,300 円 

総合職(大卒) 

181,200 円 
198,200 円 

一般職(大卒)  

172,200 円 
184,200 円 

高校卒 143,100 円 152,400 円 
一般職(高卒)  

140,100 円 
148,500 円 

※ 国家公務員の大学卒は、採用試験の区分により総合職と一般職に分かれています。 
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カ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（一般行政職） 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

平成 25 年 

4 月 1 日現在 

大学卒 250,785 円 319,307 円 366,197 円 

高校卒 210,254 円 265,000 円 321,824 円 

平成 24 年 

4 月 1 日現在 

大学卒 251,829 円 320,142 円 368,988 円 

高校卒 213,479 円 266,921 円 321,878 円 

※ 経験年数とは、採用後、引き続き勤務している年数のほか、採用前に民間企業などの

経歴がある場合は、その経験年数を加えた年数をいいます。 

 

キ 級別職員数の状況（一般行政職） 

     （各年 4月 1日現在） 

区分 10 級 9 級 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

合計 標準的な

職務内容 
局長 

局長 

部長 
部長 課長 課長 係長 

係長 

主任 
主任 係員 係員 

職 員 数 

(人) 

1 37 131 136 296 806 1,219 774 931 1,567 5,898 

(2) (35) (129) (115) (311) (832) (1,183) (829) (925) (1,388) (5,749) 

構 成 比 

(％) 

0.0 0.6 2.2 2.3 5.0 13.7 20.7 13.1 15.8 26.6 100 

(0.0) (0.6) (2.2) (2.0) (5.4) (14.5) (20.6) (14.4) (16.1) (24.1) (100) 

※ 上段は 25 年度、下段の( )内は 24年度の状況です。 

 

ク 職員の手当の状況 

（ｱ）職員に支給されている主な手当 

【毎月支給の手当】 

区 分 
内  容 

（平成 25年４月１日現在） 

支給職員１人当た

り平均支給月額 

（平成 24 年度実績） 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

①配偶者 14,800 円 

②配偶者以外の扶養親族 

・1人につき 7,000 円 

・満 16 歳～22歳の子がいる場合 

1 人につき 6,000 円を加算 

 

22,306 円 

地域手当 

給料、扶養手当、管理職手当の合計額に、札

幌市内で勤務する職員には 3％、東京都特別区

で勤務する職員には 18％ を乗じた額を支給 

 

10,495 円 
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区 分 
内  容 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

支給職員１人当た

り平均支給月額 

（平成 24 年度実績） 

時間外勤務・ 

休日勤務手当 

①時間外勤務手当 

正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給 

１時間あたりの給与額×（勤務した日や時間

に応じて 125/100～160/100 の範囲）で支給 

②休日勤務手当 

休日等に正規の勤務時間として勤務した職員 

に支給 

１時間あたりの給与額×135/100 で支給 

 

（時間外） 

25,472 円 

（休日） 

6,054 円 

住居手当 

住居費用を負担している職員に支給 

・自宅 9,700 円 

・借家 27,000 円を限度に支給 

 

15,490 円 

通勤手当 

通勤のために費用を負担している職員に対して

支給 

・交通用具使用者には、使用距離に応じて 2,400

円から 24,900 円の範囲内で支給。 

・交通機関利用者には、定期券等の実費額を支給 

 

9,808 円 

単身赴任手当 

勤務課所の異動等により転居し、配偶者と別居

し単身で生活している職員に対し支給 

・距離に応じて 23,000 円～68,000 円を支給 

 

46,967 円 

管理職手当 

課長職以上の職員に対し、役職及び職務に応じ

一定の額を支給 

・課長職 85,700 円～102,800 円 

・部長職 112,600 円～126,600 円 

・局長職 133,400 円～144,600 円 

 

90,096 円 

特殊勤務手当 

著しく危険、不快、不健康な業務に従事する職

員に対し、それらの業務に従事した日数等に応

じ支給 

・特定危険作業手当、清掃等作業手当、下水処

理等作業手当、有害物取扱業務手当など 19 手

当 

 

8,589 円 
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【毎月支給以外の手当】 

区 分 
内  容 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

期末・勤勉 

手当 

民間企業のボーナスに当たる手当 

・（給料月額＋扶養手当＋地域手当＋職務に応じた加算額）を基礎として、

６月は 1.90 月分、12月は 2.05 月分を支給 

 

寒冷地 

手当 

北海道内に勤務する職員に支給 

・扶養親族のある世帯主である職員 116,800 円 

・その他の世帯主である職員 65,300 円 

・その他の職員 44,000 円 

 

 

(ｲ) 退職手当（基本額）の状況 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

区分 
札幌市 国 

自己都合 定年 自己都合 勧奨・定年 

支給率 

勤続 

20 年 

23.03 月分 

（23.5 月分） 

28.7875 月分 

（30.55 月分） 

23.03 月分 

（23.5 月分） 

28.7875 月分 

（30.55 月分） 

勤続 

25 年 

32.83 月分 

（33.5 月分） 

38.955 月分 

（41.34 月分） 

32.83 月分 

（33.5 月分） 

38.955 月分 

（41.34 月分） 

勤続 

35 年 

46.55 月分 

（47.5 月分） 

55.86 月分 

（59.28 月分） 

46.55 月分 

（47.5 月分） 

55.86 月分 

（59.28 月分） 

※ 上段は 25 年度、下段の( )内は 24年度の状況です。 

 

ケ 特別職の報酬等の状況 

 (ｱ) 市長・副市長・議長・副議長・議員 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

 給料(報酬)月額 期末手当 退職手当 

市 長 1,280,000 円 2.95 月分(年間) 給料月額×在職月数×58/100 

副市長 1,030,000 円 2.95 月分(年間) 給料月額×在職月数×46/100 

議 長 1,040,000 円 2.95 月分(年間) 退職手当は支給されません。 

副議長 950,000 円 2.95 月分(年間) 退職手当は支給されません。 

議 員 860,000 円 2.95 月分(年間) 退職手当は支給されません。 

※ 退職手当の在職月数については、48月を上限としています。 

※ 平成 25 年 6月 13 日より、市長の退職手当について支給割合を 49/100 に、副市長 

 の退職手当について支給割合を 39/100 に引き下げています。 
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（ｲ） 各種行政委員会委員・オンブズマン・その他の附属機関の委員 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

 人数 勤務形態 支給方法 支給額 平成 24 年度総支給額 

教育委員会 
委員長 1 人 非常勤 報酬月額 301,000 円 

15,656,770 円 
委員 5 人 非常勤 報酬月額 251,000 円 

市選挙管理委

員会 

委員長 1 人 非常勤 報酬日額 32,500 円 
4,994,000 円 

委員 3 人 非常勤 報酬日額 23,500 円 

区選挙管理委

員会 

委員長 10 人 非常勤 報酬日額 17,500 円 
16,120,000 円 

委員 30 人 非常勤 報酬日額 15,000 円 

人事委員会 
委員長 1 人 非常勤 報酬月額 301,000 円 

9,636,000 円 
委員 2 人 非常勤 報酬月額 251,000 円 

監査委員 

1 人 常勤 給料月額 800,000 円 

18,803,760 円 1 人 非常勤 報酬月額 301,000 円 

2 人 議員選出 報酬月額 70,000 円 

農業委員会 

会長 1 人 非常勤 報酬月額 96,000 円 

13,236,000 円 副会長 1 人 非常勤 報酬月額 67,000 円 

委員 20 人 非常勤 報酬月額 47,000 円 

固定資産評価審査委員会委員  9 人 非常勤 報酬日額 12,500 円 750,000 円 

オンブズマン 3 人 非常勤 報酬月額 550,000 円 19,800,000 円 

※1 教育委員会委員の人数は 6人であるが、うち教育長を兼ねる者については、委員報酬では 

 なく、教育長の給料が支払われているため、総支給額に含めていない。 

※2 その他の附属機関の委員については、報酬日額 12,500 円が支給される。 
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⑶ 職員の勤務時間及びその他の勤務条件の状況 

  ア 勤務時間（平成 25 年 4 月 1 日現在） 

一般的な職員の勤務時間は、月曜日から金曜日までの 8時 45 分から 17 時 15 分ま

でです。 

休憩時間は、12 時 15 分から 13 時までです。 

１日の勤務時間は、休憩時間の 45 分を除いた 7時間 45 分です。 

１週間の勤務時間は、38 時間 45 分です。 

 

  イ 年次休暇の状況 

1 年度につき、20 日の年次休暇が与えられます。また、その年度中に使用しなか

った年次休暇は、20 日を限度に翌年度に繰り越すことができます。 

平成 24 年度は職員１人当たり 13.2 日使用しています。 

 

  ウ その他の休暇の状況 

その他の休暇として、以下の特別休暇や介護休暇・育児休業制度が設けられてい

ます。 

  （ｱ） 特別休暇の種類、取得要件・日数 

（平成 25年 4月 1 日現在） 

種 類 取得要件・日数 

結婚休暇 職員が結婚した場合、連続する 5日以内 

忌引休暇 親族が死亡した場合、親族に応じて定める日数（10 日以内） 

父母等の祭日 父母等の追悼のため特別な行事が行われる場合、1日以内 

生理休暇 生理日により就業が困難な場合、連続する 2日以内 

産前産後休暇 職員が出産する場合、産前・産後 8週間 

育児時間 生後満１年 6月未満の子を育てる場合、1日 2回各 45 分以内又

は 1日を通じて 1時間 30 分以内 

通勤緩和措置 妊娠中の職員が通勤する場合、1日につき 1時間以内 

妊産婦の通院  保健指導等で通院する場合、その都度必要と認められる時間 

妊娠障害 妊娠による諸障害で就業が困難な場合、7日以内 

出産補助 妻の出産に際して付添い、手続き等を行う場合、3日以内 

子育て参加休暇 職員の妻が出産する場合、妻の出産予定日の 8 週間前の日から

当該出産の日後 8週間を経過する日までにおいて 5日以内 

子の看護休暇 職員が中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含

む。）の看護をする場合、対象となる子が 1人の場合は 1年度に

つき 5日以内、2人以上の場合は 1年度につき 10 日以内 

短期介護休暇 職員が要介護者の介護その他の必要な世話を行う場合、要介護

者が 1 人の場合は 1 年度につき 5 日以内、2 人以上の場合は 1

年度につき 10 日以内 

ボランティア休暇 自発的にかつ報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合、1

年度につき 5日以内 

現住居滅失、破壊 地震等非常災害により現住居が滅失破壊した場合、連続する 7

日以内 
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その他 骨髄バンクへの登録、選挙権等公民権の行使、裁判員等として

の官公署への出頭、感染症や災害による出勤困難な場合、必要

と認められる期間 

 

  （ｲ） 介護休暇の取得状況（平成 24 年度） 

（単位：人） 

 取得者数 
休暇の取得形式 

全日型中心 時間型中心 その他 

男性職員 0 0 0 0 

女性職員 5 5 0 0 

合計 5 5 0 0 

 

（ｳ） 育児休業の取得状況（平成 24 年度） 

（単位：人） 

区 分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間勤務 

取得者数 

男性職員 
11 6 1 

0 2 1 

女性職員 
257 96 29 

272 45 29 

合計 
268 102 30 

272 47 30 

※ ｢育児休業取得者数｣、｢部分休業取得者数｣、｢育児短時間勤務取得者数｣の欄の上

段には平成 24 年度に新たに育児休業、部分休業、育児短時間勤務を取得した者、

下段には育児休業、部分休業、育児短時間勤務の期間が平成 23 年度以前から 24

年度にかけて引き続いている職員の数を掲載しています。（教職員（市費及び道費）

を含む） 
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⑷ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

ア 処分事由別分限処分数 

  （平成 24年４月１日～25 年３月 31 日、単位：人） 

区   分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 0 0   0 

心身の故障の場合 0 0 593  593 

職に必要な適格性を欠く場合 0 0   0 

職制等の改廃により過員等を生じた場合 0 0   0 

刑事事件に関し起訴された場合   0  0 

条例に定める事由による場合   0 0 0 

合   計 0 0 593 0 593 

※発令件数 

 

イ 処分事由別懲戒処分数 

（平成 24年４月１日～25 年３月 31 日、単位：人） 

区   分 免職 停職 減給 戒告 合計 

法令違反 2 4 2 0 8 

職務上の義務違反又は怠慢 0 3 3 2 8 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 0 3 1 1 5 

合   計 2 10 6 3 21 

 

 

⑸ 職員の服務の状況 

職員の服務規律確保のため、次のような取組みを行っています。 

不祥事防止委員会の設置と 

服務管理員制度の実施 

職員の不祥事防止のため、不祥事防止委員会を設置

し、服務規律確保の取り組みの決定や、その進行管理

などを行っています。 

また、公務員倫理の保持及び服務規律の徹底を図る

ため、職員の日常の服務管理を厳正かつ適正に執行す

るための服務管理員を各局・区役所等に置き、服務管

理員を中心として、日常的な職員の服務規律の遵守状

況等を調査し、綱紀の弛緩を来すことがないよう万全

を期しています。 
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服務管理員等連絡会議の開催 

全服務管理員が参加する連絡会議を毎年開催し、公

務員倫理確立のための重要事項や、前年度の不祥事な

どを踏まえた服務上の注意事項の共有を図っていま

す。 

職務上関係する業者等との対応

に係る行動基準の制定・運用 

 職務上関係する業者等との接触に関わることにつ

いては、特に行動基準を定めています。この基準では、

利害関係を有する団体又は個人からの金銭・物品の受

領や会食などを禁じており、組織的に基準に則り行動

しています。 

 また、平成 21 年 4 月 1 日から、職務上関係する業

者等への再就職に起因した官製談合の起こりうる余

地を排除するために改正を行い、再就職者の営業活動

の規制強化を図るとともに、現職員に対しても、再就

職者から営業行為を受けることを禁止しています。 

ｅ－ラーニングによる服務意識

の徹底 

 各職員が職場で接遇・服務管理規律について学習す

ることを目的として、庁内イントラネットを利用した

職場学習システム「ｅ－ラーニング」を利用した講座

を設けています。職務に支障のない範囲で職員が自発

的に接遇や服務規律などを学ぶことを支援していま

す。 

服務規律確保に関する通知 

 公務員倫理及び服務規律の確保・徹底のため、全庁

的な通知を定期的に行っています。また、より効果的

な服務規律の確保のため、社会情勢を的確に把握し、

その時々に応じた内容で随時通知を行っています。 
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⑹ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

ア 職員研修の状況  

(ｱ) 職員研修の基本理念 

市民自治による“市民が主役のまちづくり”を推進するため、「目指す職員 

像」の実現に向けた人材育成・能力開発を進めます。 

     

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 研修実績（平成 24 年度） 

ａ センター研修 

（単位：回、人） 

研修名 
平成 24 年度実績 

回数 人数 

一
般
職
研
修 

新採用 

新採用職員前期研修１（事務・技術） 1 423 

新採用職員前期期研修２（事務・技術） 1 21 

新採用職員前期期研修３（業務） 1 26 

新採用職員後期研修１（事務・技術） 12 419 

新採用職員後期研修２（技術） 1 21 

新採用職員後期研修３（業務） 1 24 

一般 

採用 3年目職員研修 11 353 

転任職員 1 10 

新採用職員育成担当者研修 4 137 

小計（1） 33 1,434 

役
職
者
研
修 

局長職 

部長職 

行政経営セミナー 1 105 

新任部長研修 1 29 

課長職 

新任課長研修 1 93 

課長のための部下育成研修 3 68 

課長セミナー 職場に潜むリスク未然防止 1 62 

課長セミナー 職場で発生したリスク対策 1 98 

課長セミナー 部下を生かすメンタルケア 1 68 

係長職 

新任係長研修 1 180 

係長のための部下育成研修 7 191 

係長コミュニケーション研修 6 222 

職場のメンタルケア研修 2 60 

小計（2） 25 1,176 

【目指す職員像】 

・市民志向～市民の視点に立って考え、行動し、期待に応える職員 

 

・未来志向～責任を持って使命を果たすとともに、時代の変化を読み、未   

来を切り開く職員 

 

・成長志向～自らの能力を高めるとともに、部下・後輩を育成し、組織力

を向上させる職員 
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能
力
開
発
研
修 

法務基礎研修  2 114 

会議運営研修 1 39 

資料作成センスアップ研修 3 92 

ポスター・ちらし作成センスアップ研修 3 63 

クレーム対応力研修 1 35 

折衝力・交渉力研修 1 36 

整理力アップ研修 2 69 

デジタルプレゼンテーション研修 2 40 

小計（3） 15 488 

特
別 

研
修 

市民と共に学ぶまちづくり推進研修 1 75 

小計（4） 5 75 

自
己
啓

発
支
援 

職員セミナー 1 246 

再任用セミナー 1 193 

小計（5） 2 439 

職
場
研
修
支
援 

出前研修 市民応対編 19 432 

出前研修 育成担当者編 3 43 

出前研修 論理的思考力編 10 214 

出前研修 服務規律編 19 335 

小計（6） 47 1,024 

部
局
研
修
支
援 

契約事務研修 2 161 

支出事務研修 5 73 

旅費事務研修 2 124 

施設管理研修 2 35 

予算決算事務研修 2 67 

文書事務研修 6 129 

秘書研修 1 34 

小計（7） 20 623 

合            計 151 5,259 
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ｂ 職場研修・部局研修、委託・派遣研修 

（単位：回、人） 

事業名 
平成 24 年度実績 

回 数 人 数 

職場研修 3,352  67,939  

部局研修 292  15,154  

委託･派遣研修 782  3,057  

合   計 4,426  86,150  

 

※1 「自治研修センターが実施する研修」とは、自治研修センターが行う職員一般に共通す

る事項に関する研修です。 

2 「委託・派遣研修」とは、国、地方公共団体、民間企業その他の団体が主催する研修、

講演会等に職員を参加させるもの（委託研修）や国、地方公共団体、民間企業その他の団

体に職員を派遣して行うもの（派遣研修）です。 

3 「職場研修」とは、各職場が所属職員を対象に、日常の業務を通じて計画的かつ継続的

に職員を指導するための研修です。 

4 「部局研修」とは、業務の総括又は調整に関する事務を所管する局が、当該業務に従事

する複数の局の職員を対象に、統一的かつ適正な事務の執行を図るために実施する集合研

修です。 

 

イ 勤務成績の評定の状況 

地方公務員法では、定期的に職員の勤務成績を評価することになっています。 

札幌市の市長部局では、下図のように勤務成績を評価しています。 

  【人事評価の概念図】 

・人材育成
・人事異動
・昇任
・昇格
・勤勉手当
・分限　等

１次評価者

部
　
長

局
　
長

目
標
管
理

課
　
長

部
　
長

目
標
管
理

課
　
長

自
己
申
告
書
活
用

局
　
長

部
　
長

１次評価〔絶対評価〕
　・項目別分析評価
　・項目別総合評価
　・全体総合評価

１次評価〔絶対評価〕
　・項目別分析評価
　・項目別総合評価
　・全体総合評価

２次評価〔絶対評価〕
　・全体総合評価

２次評価〔絶対評価〕
　・全体総合評価

局
　
長

１次評価〔絶対評価〕
　・項目別分析評価
　・項目別総合評価
　・全体総合評価

調整〔相対評価〕
　・順位付け

調整〔相対評価〕
　・５段階区分

調整〔相対評価〕
　・５段階区分

係
長
・
一
般
職

市
長
・
副
市
長
等

評
価
確
定

被評価者 ２次評価者 調整者 確認者

反映

活用

 

   ※ ９月30日を基準日として、前年10月１日から基準日までの期間の職員の勤務成績を評価。 
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⑺ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

職員が元気に安心して働き、能力を十分に発揮できるため、健康管理と福利厚生に

関する取り組みを行っています。 

ア 健康管理の取組状況（平成 24 年度） 

(ｱ) 健康診断 

法令に基づいて、定期健診、婦人科健診や業務の特殊性に応じた特殊健診など

を行い、病気の予防と早期発見に努めています。 

項   目 対 象 者 受 診 者 数 (人) 

定期健康診断 全職員及び非常勤職員 14,680人 

特殊健康診断 特定業務従事者 延べ 7,280人 

婦人科

検診 

乳がん 
30歳以上の希望する女性職員 

（40歳以上は、偶数年齢のみ） 
1,518人 

子宮がん 25歳以上の希望する女性職員 2,312人 

 

(ｲ) 健康相談 

職員が抱える心身の問題を解決するため、保健師などによる健康相談を行っ 

ています。 

 

(ｳ) 健康講座 

病気を防ぎ健康な体を保つため、ダイエットや禁煙などのセミナーを行って 

います。 

 

(ｴ) メンタルヘルス対策の取組状況 

啓発活動 

心の健康の問題を解決するためには、周りの人たちの理解が不可欠で

す。研修や広報誌などを生かして、すべての職員に、心の健康につい

ての意識と知識を持つよう呼びかけています。 

悩みごと 

相  談 

悩みごとを解決し、心の病気を防ぐため、カウンセラーなどによる悩

みごと相談を行っています。 

職場復帰 

支  援 

心の病気のため職場を離れて治療していた職員が、スムーズに職場に

復帰できるよう職場リハビリ（慣らし勤務）の制度を設け、職場復帰

への支援を行っています。 
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イ 共済組合の取組状況（平成 24 年度） 

 地方公務員等共済組合法に基づき職員の医療給付や退職後の年金支給、福祉・健康の増進等、職

員の相互救済を目的として設置しています。 

 

組 合 員  １４，１０７ 人     

なお道費負担教職員（小中学校教職員）、市立高等学校職員については公

立学校共済組合に加入しています 

短期給付事業 

 

組合員及び被扶養者の疾病、負傷、死亡、出産等に関する給付 

 財源率 給料に対する 123/1,000 を組合員と事業主が折半して負担   

他に公的負担金等として 0.5875/1,000 を事業主が負担 

介護保険に関する財源率として、給料に対する 15.4/1,000 を組

合員と事業主が折半して負担（40歳以上 65 歳未満） 

長期給付事業 

 

退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金等の給付 

財源率 給料に対する 202.7/1,000 を組合員と事業主が折半して負担 

     他に公務等による障害共済年金給付費として 0.375/1,000、公的

負担金として 45.625/1,000、追加費用として 40.1/1,000 を事業

主が負担 

福祉事業 健康診断、保健相談、健康づくり事業、宿泊施設の運営、貯金の受入れ、

住宅等資金の貸付等 

・健康診断、保健相談、健康づくり事業等の保健事業 

財源率 給料に対する 4.3/1,000 を組合員と事業主が折半して負担 

・宿泊施設の運営、貯金の受入れ、住宅等資金の貸付 

財 源 宿泊施設の売上収入、貯金の運用収入、貸付金の利息収入によ

りそれぞれ運営 

注１ 組合員数は平成 24 年度平均人数を、財源率は平成 24 年度末現在の一般職員に対する割合を

それぞれ示します。 

注２ 短期給付事業の公的負担金等とは、育児・介護休業手当金の給付等の共同負担事業に充てる

ため事業主が負担する費用として法定されているものです。 

注３ 長期給付事業の公的負担金とは、基礎年金の給付に充てるため事業主が負担する費用として

法定されているものです。 

注４ 追加費用とは、地方公務員等共済組合法施行前（昭和 37 年 12 月施行）の期間分の年金給付

に充てるため事業主が負担する費用として法定されているものです。 
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ウ 福利厚生の取組状況（平成 24 年度） 

事業名 事業内容 参加者・表彰者数 

ライフプラン事業 

 

退職後も含めた生涯の生活設

計を確立するための支援と情

報の提供を行うため、各年代ご

とにセミナーを行っています。 

新採用セミナー  286 人 

満 30 歳セミナー 121 人 

満 40 歳セミナー 153 人 

満 50 歳セミナー 167 人 

満 58 歳セミナー 310 人 

永年勤続職員表彰 

 

永年にわたる労苦に報い、将来

に向けての新たな意欲の喚起、

士気高揚を目的に表彰を行っ

ています。 

勤続 10 年表彰  268 人  

勤続 20 年表彰   274 人  

勤続 30 年表彰   243 人  

レクリエーション事業 テニス、サッカー、野球などの

職員親睦大会を行っています。 

12 大会合計  2,559 人 

 

エ 職員互助会の設置 

職員の福利厚生に関する事業を行う職員互助会として、規則に基づき「一般財団法

人札幌市職員福利厚生会」を設置しています。札幌市の財政状況などを考慮して事業

内容の見直しを行っていますが、今後も時代に即した福利厚生事業とするため、適宜

見直しを検討していきます。 

区    分 平成 24 年度（決算） 平成 25 年度（予算） 

会    員 15,770 人 15,867 人 

会    費 給料月額の 5／1,000 または年度当初に定める金額（定額） 

事

業

費 

会  費 311,851 千円 314,091 千円 

交 付 金 154,548 千円 179,669 千円 

事業収入・負担金・補

助金及びその他収入 
278,940 千円 255,097 千円 

事業内容 

職員等の福利厚生事業（リフレッシュ事業、体育・レクリ

エーション奨励事業、健康増進事業） 

市民の便益に資する事業（売店、食堂の管理運営） 

市からの受託事業（札幌国際交流館の管理運営） 

※ 道費負担教職員（小・中学校教職員）、臨時職員は除く。 

  オ 公務災害等認定状況 

    平成 24 年度の公務災害と通勤災害の認定状況は以下のとおりです。 

公務災害 125 件 

通勤災害  29 件 
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２ 人事委員会の業務の状況 

⑴ 任用関係事務 

ア 競争試験の実施状況 

(ｱ) 実施日 

種 類 第 １ 次 試 験 日 第 ２ 次 試 験 日 最 終 合 格 発 表 日 

大学の部、保健師 
平成 24 年６月 24 日 

～７月９日 

平成 24 年７月３日 

～８月 10 日 
平成 24 年８月 24 日 

短大の部、保育士、 

栄養士、高校の部 

平成 24 年９月 23 日 

～10 月７日 

平成 24 年 10 月４日 

～ 11 月２日 
平成 24 年 11 月 22 日 

民間企業等経験者の

部 
平成 24 年９月 23 日 

平成 24 年 10 月 12 日 

～11 月 11 日 
平成 24 年 11 月 22 日 

 

(ｲ) 実施状況 

試験の種類 試 験 区 分 受験者数(人) 登録者数(人) 倍 率 ( 倍 ) 

大 学 の 部 

一般事務 
行政コース 1,619 190 8.5 

福祉コース 110 20 5.5 

学 校 事 務 70 11 6.4 

土   木 80 34 2.4 

建   築 39 9 4.3 

電   気 59 11 5.4 

機   械 41 12 3.4 

衛   生 91 11 8.3 

造   園 19 3 6.3 

消 防 吏 員 290 39 7.4 

小   計 2,418 340 7.1 

短 大 の 部 

一 般 事 務 203 19 10.7 

学 校 事 務 21 6 3.5 

土   木 10 1 10.0 

電   気 3 1 3.0 

機   械 1 1 1.0 

消 防 吏 員 131 18 7.3 

小   計 369 46 8.0 

資格 ･免許

職 

保 健 師 64 20 3.2 

保 育 士 109 26 4.2 

栄 養 士 127 13 9.8 

小   計 300 59 5.1 

高 校 の 部 

一 般 事 務 406 59 6.9 

土   木 10 7 1.4 

電   気 10 4 2.5 
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機   械 7 1 7.0 

消 防 吏 員 342 25 13.7 

小   計 775 96 8.1 

民間企業等 

経験者の部 

一 般 事 務 537 30 17.9 

土   木 51 14 3.6 

建   築 29 4 7.3 

電   気 32 5 6.4 

機   械 31 3 10.3 

衛   生 26 4 6.5 

造   園 6 2 3.0 

小   計 712 62 11.5 

合   計 4,574 603 7.6 

 

イ 採用選考の実施状況 

(ｱ) 公募式選考採用（身体に障がいのある方を対象とした採用選考） 

職 受験者数(人) 合格者数(人) 倍 率 ( 倍 ) 

一般事務 46 3 15.3 

 

(ｲ) 非公募式選考採用                  (人) 

職 局 長 職 部 長 職 課 長 職 係 長 職 一 般 職 

人 数 - 2 7 2 2 

 

ウ 係長候補者試験の実施状況 

(ｱ) 実施日 

第１次試験日 
第２次試験日 係 長 昇 任 候 補 者 

名 簿 確 定 日 記述式・論述式 面 接 試 験 

平成 24 年 11 月４日 平成 24年 12月１日 平成 24 年 12 月 10 日～14 日 平成 24 年 11 月４日 

 

(ｲ) 実施状況 

種  別 区 分 受験者数(人) 登録者数(人) 倍 率(倍) 

事  務 

Ⅰ 82 11 7.5 

Ⅱ 351 50 7.0 

Ⅲ 664 66 10.1 

小 計 1,097 127 8.6 

土  木 

Ⅰ 19 5 3.8 

Ⅱ 73 8 9.1 

Ⅲ 115 8 14.4 

小 計 207 21 9.9 
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建  築 

Ⅰ 0 0 - 

Ⅱ 4 1 4.0 

Ⅲ 23 10 2.3 

小 計 27 11 2.5 

設  備 

Ⅰ 39 4 9.8 

Ⅱ 42 6 7.0 

Ⅲ 38 3 12.7 

小 計 119 13 9.2 

衛  生 

Ⅰ 1 0 - 

Ⅱ 12 0 - 

Ⅲ 47 6 7.8 

小 計 60 6 10.0 

合  計 

Ⅰ 141 20 7.1 

Ⅱ 482 65 7.4 

Ⅲ 887 93 9.5 

総 計 1,510 178 8.5 

   ※ Ⅰ…50 歳以上、Ⅱ…40 歳以上 50 歳未満、Ⅲ…40 歳未満 

 

エ 昇任選考の実施状況 

(ｱ) 一般職員                   (人) 

職 局 長 職 部 長 職 課 長 職 係 長 職 

人  数 10 34 76 14 

 

(ｲ) 消防吏員             (人) 

職 消防正監 消 防 監 消防司令長 

人  数 3 4 5 

 

オ 転任（選考）の実施状況 

   平成 24 年度の転任（選考）の結果は、教育公務員から一般職員への転任が１名です。 

 

カ 任命権者に委任している任用の実施状況 

(ｱ) 採用（選考） 

任命権者 職 被選考者数（人） 合格者数（人） 倍 率（倍） 

市 長 
一 

般 

職 

員 

保 健 師 

(満28歳以上満50歳未満で、 

業務経験5年以上） 

  81 

  

    4   20.3 

現 業 職 171 18 9.5 

病 院 事 業 

管 理 者 

看 護 師 

(満30歳未満) 

39 29 1.3 
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看 護 師 

(満30歳以上満40歳未満で、 

業務経験5年以上） 

37 28 1.3 

助 産 師 

(満30歳未満) 

8 5 1.6 

助 産 師 

(満30歳以上満40歳未満で、 

業務経験5年以上） 

1 0 － 

視 能 訓 練 士 2 1 2.0 

医 療 情 報 職 19 2 9.5 

薬 剤 師 25 9 2.8 

理 学 療 法 士 3 1 3.0 

言 語 聴 覚 士 7 2 3.5 

臨床工学技師 5 2 2.5 

医 師 18 18 1.0 

消 防 長 回転翼航空機操縦士 8 1 8.0 

交通事業管理者 高速電車車掌 275 6 45.8 

 

 

(ｲ) 昇任 

    a 競争試験 

任命権者 職の階位 受験者数(人) 合格者数(人) 倍 率 ( 倍 ) 

消 防 長 

消 防 司 令 189 23 8.2 

消防司令補 235 40 5.9 

消 防 士 長 146 65 2.2 

合   計 570 128 4.5 

 

b 選考 

  昇任者数（人） 

任命権者 選考にかかる職 2級職 3級職 4級職 5 級職 6 級職 7 級職 8 級職 9 級職 10級職 

市 長 

行政職 184 116 83 114 - 68 - 3 1 

医師職 - - 1 - - - - - - 

医療看護職 1 - 1 1 - - - - - 

現業職 21 67 16 84 - - - - - 

交通事業

管 理 者 

企業職(1) 9 4 10 3 - 2 - 1 - 

企業職(2) - 8 3 20 - - - - - 
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水道事業

管 理 者 

企業職(1) 8 2 7 12 - 6 - - - 

企業職(2) - - - - - - - - - 

病院事業 

管 理 者 

企業職(行) 6 3 - - - 1 - - - 

企業職(医師) 3 5 4 - - - - - - 

企業職(看護) 40 10 9 7 - 1 - - - 

企業職(現) - - - - - - - - - 

消 防 長 - 32 25 26 11 - 4 - - - 

 

(ｳ) 転任（競争試験） 

     平成 24 年度の転任試験の合格者は、一般事務 16 名、土木２名です。 
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⑵ 平成 24 年職員の給与に関する報告及び勧告 

ア 勧告日 

平成 24 年９月 14 日 

 

イ 公民較差 

民 間 給 与 職 員 給 与 公 民 較 差 

376,405 円 377,111 円 △706 円 （ △0.19 ％） 

 

ウ 給与改定の主な内容 

ア 月例給 

公民較差の大きさ等を考慮し、基本的な給与である給料を引下げ 

＜給料表＞ 行政職給料表（一般）について、同一の引下げ率で改定することを基本とし

つつ、民間の水準やこれまでの本市における改定状況等を考慮し若年層に配慮

して改定 

※ 給与構造改革に伴う経過措置額の算定基礎となる額についても、本年の行政

職給料表（一般）における改定率等を考慮して引下げ 

イ 実施時期等 

(ｱ) 改定の実施時期 

条例等の公布日の属する月の翌月の初日(公布日が月の初日であるときは、その日)から

実施 

(ｲ) 公民給与を均衡させるための所要の調整措置 

引下げ改定が行われる給料月額又は経過措置額を受ける職員にあっては、４月から改定

の実施日の前日までの期間に係る較差相当分を、本年 12 月の期末手当の額において一律

的に調整 

 

エ その他の言及事項 

ア 諸手当 

自宅に係る住居手当については、市内民間事業所の支給状況を踏まえる一方で、本市職

員の受給割合等の実情や他都市の動向等も注視するとともに、住居手当全体のあり方も含

め、その取扱いについて、引き続き検討していくことが必要 

イ その他の給与制度に関する課題 

国や他都市の動向等を注視しつつ、高齢層職員の給与制度について、本市の実態に即し

た見直しの必要性を検証していくことが適当 

ウ 人事行政運営上の検討課題 

(ｱ) 人材の確保、育成 

・ 市民の期待に応えるため、引き続き多様で有為な人材の確保に向けて計画的な採用

を行うとともに、本市の仕事の魅力ややりがいなどを様々な手法により発信して、広

く受験者層に働きかけていくことが望ましい。また、職員においても、引き続き高い

意欲を持ち、職位、職責や経験にふさわしい能力を十分発揮できるよう努めることが

必要 
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・ 管理職においては、個々の職員に応じた計画的な人材育成を図るよう努めることが

肝要。人材育成を担う管理職をサポートする研修、意識付け等の取組を引き続き充実

させ、組織力の維持・向上を図ることができる体制をより強化していくことが重要 

・ 近年、家庭において性別にかかわらず育児や介護といった事情を抱えている職員も

多く、各種支援制度の周知、活用を図るなどして、良好な職場環境を形成することが

必要 

 (ｲ) 高齢期雇用のあり方 

   本市においては、現行の再任用制度が定着しているところであるが、今後も国や他の自

治体の動向を注視しつつ、本市における再任用制度の検証や関係機関との意見交換を踏ま

え、能力と経験のある人材を十分に活用できるよう検討を進めていくことが必要 

エ 総実勤務時間の縮減 

超過勤務縮減のためには、職員が計画的かつ効率的に業務を進めることが求められる。年

間を通じて超過勤務が多い職場では、超過勤務を当然のものとしない職場風土の醸成が重

要。任命権者は、総実勤務時間縮減の取組をより一層推進することが必要 

オ 心の健康づくり（メンタルヘルス対策） 

精神疾患による休務率が横ばいで推移しているなど依然として厳しい状況。休務・休職者

の状況や傾向を的確に捉えたきめ細やかな取組が重要。メンタルヘルス対策においては、早

期発見・早期対応が重要であることに鑑み、快適な職場環境・良好な人間関係の構築に努め

ることが必要 

カ 服務規律の確保 

  職員には、全体の奉仕者として高い倫理観と使命感を持って職務に精励することを期

待。管理監督者には、服務規律の確保に係る意識の醸成を促していくことなどを期待。今後、

不祥事の再発防止に向けた取組をより一層組織的に行っていくことが必要 

 

⑶ 勤務条件に関する措置要求の審査 

ア 係属状況 

区 分 

係 属 件 数 処 理 件 数 
翌年度へ

の繰越

(A)-(B) 

前年度

からの

繰 越 

新規

要求 

計 

(Ａ) 
却下 取下げ 打切り 

判  定 
計 

(Ｂ) 全部認容 一部認容 全部否認 

給 与 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

旅 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

勤 務 時 間 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

休 暇 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

執 務 環 境 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

厚 生 福 利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

転 任 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

任 用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 0 6 6 4 0 0 0 0 0 4 2 

計 0 6 6 4 0 0 0 0 0 4 2 
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イ 完結事案一覧表 

事 案 番 号 要求者 要 求 内 容 完結年月日 判 定 

平成 24年 4月 1日付 
措置要求 

市長部局 
事務職員 

人事評価結果開示にお
ける事前同意 

平成 24 年 7 月 3 日 却下（不受理） 

平成24年 8月21日付 
措置要求 

市長部局 
事務職員 

人事担当職員の違法不
当活動の防止等 

平成 24 年 10 月 15 日 却下（不受理） 

平成 24 年 12 月 12 日
付 
措置要求 

市長部局 
事務職員 

個別面談における盗
聴・録音機器の探索等 

平成 25 年 3 月 8 日 却下（不受理） 

平成25年 2月17日付 
措置要求 

市長部局 
事務職員 

個人情報の不当・不正
目的での収集等の防止 

平成 25 年 3 月 8 日 却下（不受理） 

 

⑷ 不利益処分に関する不服申立ての審査 

ア 係属状況 

区 分 

係 属 件 数 処 理 件 数 
翌年度へ

の繰越

(A)-(B) 

前年度
からの
繰 越 

新  規 

申立て 

計 

(Ａ) 
却下 取下げ 打切り 

判  定 計 

(Ｂ) 処分取消 処分修正 処分承認 

分限処分 

降 給 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
降 任 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
休 職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
分限免職 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

懲戒処分 

戒 告 188 0 188 0 0 0 0 0 0 0 188 
減 給 6 0 6 0 0 0 0 0 0 0 6 
停 職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
懲戒免職 1 0 1 0 0 0 0 0 1 

 

1 0 
転 任 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 196 0 196 0 0 0 0 0 1 1 195 

※ 係属件数のうち、戒告188件及び減給6件は同一事案として審査 

イ 完結事案 

事案番号 処分者 不服申立人 処分の内容 完結年月日 判 定 

平成21年不第１号 教育委員会 市立学校教諭 懲戒免職 平成24年6月12日 処分承認 

 


